
千葉市営住宅管理事務取扱要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、千葉市営住宅条例（昭和３６年千葉市条例第５号。以下「条例」とい

う。）及び千葉市営住宅条例施行規則（昭和３７年千葉市規則第１４号。以下「規則」とい

う。）に基づく市営住宅の管理に関する事務の取り扱いについて、必要な事項を定めるもの

とする。 

（公募の方法） 

第２条 条例第４条第１項の規定による公募に当たっては、あらかじめ募集期毎に団地名、

構造、床面積、間取り、家賃等が記載された募集住宅一覧表を作成し、入居者募集案内書

とともに配布するものとする。 

（入居者の資格） 

第３条 市営住宅に入居することができる外国人は、永住許可を受けた者、特別永住者とし

て永住することができる資格を有する者又は住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）

の規定により住民基本台帳に記録されている者で、１年以上日本に在留している者とする。 

２ 老人世帯向け住宅に入居することができる者は、次の各号のいずれかの世帯とする。た 

だし、住戸の専用面積が、４５平方メートル以下又は間取りが２ＤＫ以下の規格の住宅には、

満６０歳以上の単身者についても入居することができるものとする。 

（１）満６０才以上の者及びその配偶者又はその親族である１８歳未満の者からなる世帯 

（２）満６０才以上の者及び本条第４項第２号に定める身体障害者等からなる世帯 

（３）満６０才以上の者のみで構成される世帯 

３ 車椅子使用者世帯向け住宅に入居することができる者は、次の各号のいずれかの条件を

満たし、かつ車椅子を常時使用している者を含む世帯とする。 

（１）障害者基本法（昭和４５年法律第８４条）第２条に規定する障害者で、その程度が次

のア～ウのいずれかの障害の程度に相当するもの 

ア 身体障害にあっては、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）

別表第５号の１級から４級までのいずれかに該当する程度 

イ 精神障害（知的障害を除く。）にあっては、精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項の表の１級から３級までのいず

れかに該当する程度 

ウ 知的障害にあっては、イに規定する精神障害の程度に相当する程度 

（２）戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第４条の規定により戦傷病者手帳

の交付を受けている者で、その障害の程度が恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第１

号表の２の特別項症から第６項症まで又は同法別表第１号の３の第１款症のもの 

（３）原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）第１１条第１

項の規定による認定を受けている者 

４ 単身者向け住宅（住戸の専用面積が、４５平方メートル以下又は間取りが２ＤＫ以下の

規格の住宅のうち市長が適当と認める住宅をいう。以下同じ。）に入居することができる者



は、条例第６条第２項各号に掲げる者とする。 

５ 多家族向け住宅（住戸の専用面積が８０平方メートル以上又は間取りが４ＬＤＫ以上の

規格の住宅をいう。以下同じ。）に入居することができる者は、世帯人数が６人以上の世帯

とする。ただし、世帯の中に６０歳以上の者又は第３項第１号から第３号までのいずれか

に該当する者がいることその他特別の事情により、市長が特に規模の大きい住宅が必要と

認めた場合は、その世帯人数が５人以上の世帯とする。 

６ シルバーハウジング（千葉市営住宅シルバーハウジング管理要綱第２条に規定するシル

バーハウジングをいう。以下同じ。）については、別に定める。 

７ 子育て世帯を支援するための期限付き入居住宅（千葉市営住宅の期限付き入居許可に関

する要綱第２条により選定されたもの。以下「期限付き入居住宅」という）については、

条例第１１条の２に規定する者とする。 

 （裁量階層） 

第４条 裁量階層とは、条例第６条第１項第２号ア（ア）から（ウ）のいずれかに該当する

ものとし、該当する者は、その内容を証明する書類を添付の上、市長に申請するものとす

る。 

 （入居の申込み及び決定） 

第５条 入居申込における入居者資格は、市営住宅の入居者を募集する期間の終了日におけ

るものとする。 

２ 入居申込者又は同居者（同居予定者も含む。）が自家所有者の場合は、入居可能日の前日

までに自家の所有権の移転が成立していることを証する書類その他の市長が必要と認める

書類を提出するものとし、提出のない者に係る入居の申込みは、入居資格を満たしていな

いものとみなす。ただし、自家所有者であっても、入居申込者又は同居者（同居予定者も

含む。）が自ら居住することができない等の特別の事情が認められる場合は、この限りでな

い。 

３ 家族を不自然に分割又は統合しての申請は、認めない。ただし、すでに独立した生計を

営んでいる等特別の事情があると認められる者についてはこの限りでない。 

４ 入居の申込みは、既に婚姻をしている者を除き、満２０歳以上の者でなければならない。 

５ 入居の申込みは、一世帯一住宅とし、複数の申請がなされた場合は、その全てを無効と

する。 

６ 事実上婚姻関係にある者又は夫婦の一方が行方不明である者は、入居の申込みに際し、

それらの事実を証明する書類を添付するものとする。 

７ 婚約者を同居予定の親族とした入居の申込み及び配偶者と離婚することを予定とした入

居の申込みについては、入居可能日の前日までに婚姻又は離婚を証明する書類を提出する

ものとし、提出のない者に係る入居の申込みは、入居資格を満たしていないものとみなす。 

８ 千葉市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱によりパートナーシップ宣誓を行っ

た者で、現にその関係が継続している者の入居の申込みについては、同要綱に基づくパー

トナーシップ宣誓証明書またはパートナーシップ宣誓証明カードを提出するものとする。 



９ 地方公共団体の設置する公営住宅、改良住宅又はその他住宅に相当する住宅の入居者に

よる入居の申込みは、これを認めない。ただし、次の各号に定める者については、この限

りでない。 

（１）婚姻等の理由により世帯を分離する同居者 

（２）入居者又は同居者が加齢、病気等によって日常生活に身体機能上の制限をうけるもの

となったこと等により、低層階等への入居が適切と認められる者 

（３）一般世帯向け住宅に入居している者で、第８条に規定する特別仕様住宅及び第３条第

６項に規定するシルバーハウジングへの申込みを希望する者 

（４）生活環境や近隣関係に起因する身体的、精神的苦痛又は疾病があり、長期にわたり改

善が見られず、解決が困難な状態であること、かつ他の市営住宅へ入居することが適切

であると市長が認めた者 

（５）その他特別な事情があると市長が認めた者 

１０ 入居申込者は、入居の申込みをした日から当該申込期間の終了する日までの間におい

て、１回に限り、入居を申し込む住宅を変更することができる。 

１１ 過去に市営住宅に入居し、家賃滞納等のため市営住宅を明け渡した者からの入居の申

込みは、これを認めない。 

 （入居者の選考） 

第６条 条例第９条第１項に規定する公開抽選は、空き家募集住宅一覧表に記載された市営

住宅について、一般向け住宅及び第３条第２項から第７項までに規定する住宅ごとに行う

ものとする。 

第７条 削除 

 （入居要件の消滅による入居変更） 

第８条 老人世帯向け住宅、車椅子使用者世帯向け住宅又は多家族世帯向け住宅（以下「特

別仕様住宅」という。）に入居する者は、当該特別仕様住宅に係る入居の要件が消滅したと

きは、当該特別仕様住宅以外の市営住宅に入居の変更をすることとし、入居の申込みの際

にその旨を誓約する書類を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による入居変更に伴う費用は、入居者の負担とする。 

（入居補欠者） 

第９条 条例第１０条第１項に規定する入居補欠者については、募集住宅毎にその必要に応

じ２人以上で定めるものとする。 

２ 入居資格の消滅した補欠者は、その募集期における落選者として取り扱う。 

（当選決定後の調査） 

第１０条 公開抽選による当選者及び条例第１０条第２項の規定より入居者として決定され

るべき入居補欠者については、居住の事実の確認、家族関係の確認、勤務先に対する収入

の確認等を、当該事実を証明する書類の提出により行うものとする。 

２ 前項の調査等において、当該事実を証明する書類の提出がない者は、入居資格の要件を

満たしていないものとみなす。 



３ 入居資格の要件を満たしていないことが明らかになった者に対しては、入居資格がない

旨を通知するものとする。 

第１１条 削除 

 （同居承認申請書の提出） 

第１２条 規則第１１条第１項の規定による同居承認申請書の提出（第５条第８項の書類の

提出を含む。）は、同居の承認を希望する入居者が、事前に行うものとする。 

 （承継入居） 

第１３条 規則第１３条第１項の規定による承継入居承認申請書の提出は、当該事実が発生

した日から３０日以内に行うものとする。 

２ 規則第１３条第１項第３号に規定する書類は、次に掲げるとおりとする。 

（１）入居者の死亡、離婚、婚姻、行方不明等の事実を証明する書類 

（２）承継承認を受けようとする者の収入に関する証明書 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 承継承認は、次の各号のいずれにも該当する場合に限り、承認するものとする。 

（１）承継承認を受けようとする者が、入居時から引き続き同居していること又は同居承認

を受けて１年以上経過している３親等以内の親族若しくは第５条第８項の書類を提出し

ている者であること。 

（２）市営住宅の家賃に滞納がないこと。 

（同居者の異動） 

第１４条 規則第１２条の規定による届出は、届出に係る事実が発生した日から３０日以内

に、当該事実を証明する書類を添えてするものとする。 

（被災者等に係る入居の特例） 

第１５条 条例第５条第１号に掲げる事由に係る者で市営住宅への入居を希望するものは、

市営住宅入居申込書に、罹災を証する書類を添付するものとする。 

２ 前項の規定による入居に伴う費用は、入居者の負担とする。 

 （入居の特例等） 

第１６条 条例第５条第７号に掲げる事由に係る者で、市営住宅（特別仕様住宅、シルバー

ハウジング及び期限付き入居住宅を除く。）への入居を希望する者は、市営住宅入居変更申

込書に次の各号のいずれかに該当することを証する書類を添付するものとする。 

（１）世帯員１人当たりの畳数が２．５畳未満となったこと。 

（２）家賃負担が困難となったこと。 

（３）市営住宅の入居後に、高齢、傷病、身体障害、精神障害により、運動能力、視覚能力、

判断能力等が低下し、そのため歩行等の生活動作能力が低下したことによって、現在入

居している住宅に入居し続けることが著しく困難となったこと。 

（４）知的障害者等で作業場に近い市営住宅に移転することが適当であること。 

（５）その他、市長が認めた者。 

２ 前条第２項の規定は、前項の場合に準用する。 



 （入居申込者の収入の認定） 

第１７条 入居申込者の収入は、直近１年間の収入を基に認定するものとする。ただし、当

該証明書の発行されない時期における入居申込みの場合には、源泉徴収票、確定申告書、

収支証明書等により認定するものとする。 

２ 現勤務先に就職後１年を経過していない給与所得者については、現勤務先に就職した月

の翌月から入居の申込みをした日の前月までの給与所得を基に収入を認定するものとする。 

３ 退職予定者の収入については、第１０条に規定する調査により確認する。 

（収入の申告） 

第１８条 入居者は、規則第１６条第３項に規定する意見申立期間の経過後に、収入の変動

等の事実が発生した時は、その事実を証明する書類を添え、市長に申請するものとする。 

 （管理の特例） 

第１９条 規則第４８条に規定する管理の特例の適用については、第３条から第５条まで、

第８条、第１１条及び第１３条中「市長」とあるのは「千葉市住宅供給公社理事長」とす

る。 

 （補則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、市営住宅の管理に関する事務の取扱いについて必

要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５５年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和６２年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成８年１０月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この要綱による改正後の千葉市営住宅管理事務取扱要綱第５条第３項の規定による特別

抽選番号の付与は、平成８年１０月１日以後に行われる入居の申し込みに係る抽選につい

て適用する。 

   附 則 

この要綱は、平成１０年２月１日から施行する。 

   附 則 



 この要綱は、平成１２年７月２５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年５月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２２年７月５日から施行する。 

     附 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 


